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再評価結果（平成１８年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：鈴木克宗

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道４２号熊野尾鷲道路 区分 主体 中部地方整備局
くまの お わ せ ど う ろ

起終点 延長

自：三重県尾鷲市南 浦 至：三重県熊野市大 泊 町 １８．６km
お わ せ みなみうら く ま の おおどまりちょう

事業概要

一般国道４２号は、静岡県浜松市を起点とし、豊橋市、田原市、鳥羽市、伊勢市、松阪市、尾鷲市、熊

野市、新宮市、田辺市などの主要都市を経て和歌山県和歌山市に至る延長５３１．６ｋｍの広域的な主要

幹線道路であり、熊野尾鷲道路は、三重県尾鷲市南浦から熊野市大泊町に至る延長１８．６ｋｍの自動車

専用道路です。

Ｈ８年度事業化 Ｈ８年度都市計画決定 Ｈ１２年度用地着手 Ｈ１４年度工事着手

（Ｈ１１年度変更）

全体事業費 約１，４００億円 事業進捗率 １６％ 供用済延長 ０km

計画交通量 １２，２００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 １．１ ７９２/８９５ 億円 ９５７/９５７ 億円 平成１７年(事業全体)

億円 走行時間短縮便益：867/867億円事業費： 728/830

億円 走行費用減少便益： 84/84億円(残事業) １．２ 維持管理費： 65/65

交通事故減少便益： 5/5億円

事業の効果等

・安全で安心できる暮らしの確保（三次医療機関への移動時間の短縮）

・災害への備え（一般国道４２号の通行規制の解消、災害で孤立化する集落の解消）

他５項目に該当

関係する地方公共団体等の意見

熊野尾鷲道路は、東紀州地域の安全で信頼性の高い道路及び安心できる暮らしの確保のため重要な役割

を果たすことが期待されており、熊野市をはじめとする２市３町の首長で構成される熊野尾鷲道路建設促

進期成同盟会より早期整備の要望（平成１３年７月１８日）を受けている。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・高速交通体系から取り残された地域 ・豪雨等による孤立化が多発する地域

・急峻な地形の連続する地域 ・ 熊野古道」による観光の活性化「

事業の進捗状況、残事業の内容等

・用地取得率は３２％（平成１７年度末見込み）

・尾鷲南ＩＣから三木里ＩＣ間は、トンネル工事や道路改良工事等を全面的に実施中

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

尾鷲南ＩＣ～三木里ＩＣ間、Ｌ＝５．０ｋｍを平成１９年度に暫定２車線で供用予定。

施設の構造や工法の変更等

インターチェンジのコンパクト化やトンネル設計の見直し等コスト縮減を図っている。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。


